
インパクト投資等に関する検討会報告書概要

 脱炭素や少子高齢化等の社会・環境課題の重要性が高まる中で、課題解決に資する技術開発や事業革新に取
り組む企業の支援は喫緊の課題となっている。インパクト投資は「社会・環境的効果」（インパクト）と投資収益の
双方を企図する投資として、国際的にも推進の重要性が指摘されている。

 金融庁が2022年10月に設置した「インパクト投資等に関する検討会」では、「インパクト投資」の基本的意義等に

ついて議論を進め、投資の要件、推進のための施策等と併せて取りまとめ、６月に報告書として公表する予定。
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「インパクト投資」の推進により、新たな発想・創意工夫で、社会・環境課題への対応を通じ成長・事業創造を図る
スタートアップをはじめとした企業等への事業支援を促す。

１．から４．をインパクト投資の要件として提言

一般的なESG投資 インパクト投資

企業のESGの取組みを総合的に評価し投資比率等を
決定、又は特定業種等を投資先から除外

投資により実現を図る具体的効果を特定・コミットし、
これを実現する技術革新等を進める企業に投資

省エネ（E）80点
従業員の多様性（S）90点
開示（G）84点

環境への悪影響の大き
い製品を販売

排出量削減の技術（E）を

開発しているが、社会課題
（S）への取組みや開示（G）
が見られない

販売

顧客

同技術を購入

排出量
▲80％

企業

１．効果実現の意図

３．効果の測定・管理２．投資で効果と収益を実現

４．社会性と収益性と両立する
イノベーション

収益 効果

技術開発



「インパクト投資」の推進に係る諸施策
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 日本が中心となってインパクト投資を推進するよう、インパクト投資の基本的指針を策定する。また、投資家や企業等
が参加し、事業評価に関するデータ整備や人材育成等を促進するための対話の場（コンソーシアム）を立ち上げるた
めに必要な支援を行う。加えて、日本政策投資銀行や自治体の推進策と協働し、投資実績の蓄積を図る。

地域社会

②事業評価の人材、ノウハウの形成①投資等の基盤（インフラ）整備

④国際的な整合性・連携③投資の実案件形成

・「コンソーシアム」で、事業評価のノウハウ共有、人材育成を図るほか、
事業に応じた多様な金融手法（出資・融資の中間的資金提供方法
等）の在り方について、議論・検討

・国際的な事業評価に係るデータベースとの
接続・整合性確保、投資実績の蓄積等によ
り、海外資金の呼び込み

・投資家とスタートアップ企業等のマッチング

・日本政策投資銀行や自治体と連携した実績の蓄積

投資家・金融機関

スタートアップ企業等

個人・家計

世界

事業
活動

インパクト

ファンドを通じた
投資等

・金融庁において、インパクト投資の「基本的指針」を策定し、
投資家、金融機関、企業、評価機関等の共通理解を醸成
（基本的指針は１０月まで意見募集し年内めどに策定）

・データ整備、事例・ノウハウの共有等のための「コンソーシ
アム」の設置に向けた支援を行う

地域社会

⑤地域における創業企業等の支援

・各地域の投資法人、経済・金融団体、大学、自治体や地域活性化に取り組む団体等と連携し、関係者間の対話や課題収集を進める

・知財・無形資産を含む事業全体に対する担保制度の早期創設、2021年改正銀行法の下での事業会社等への出資要件緩和の活用等



「インパクト投資」の「基本的指針」（案）概要

意図 追加性 特定・測定・管理

新規性の支援

 投資が実現する効果と収益
性双方を明確化し、戦略を
策定

 投資の負の効果も特定し軽
減を図る

 投資が行われない場合と
比べて、「効果」と「収益性」
を創出・実現

 資金面・非資金面での支
援の実施

 客観性のある指標等を通
じ、「効果」や「収益性」を定
量・定性的に測定・管理

 投資先との継続的な対話
を通じ効果の実現を促進

 市場や顧客に変化をもたらし又は加速し得る新規性・優位性を見出し支援

 新規性・潜在性を引き出す対話を通じ、市場の開拓・創出・支持の実現につなげる

1 2 3
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インパクト 収益性

投資家・

金融機関
スタートアップ

企業等
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 目的：インパクト投資の基本的な考え方とプロセス等について共通理解を醸成

 対象：投資対象（業種、規模、上場・非上場、営業地域等）・投資主体（金融機関、投資家等）・アセットクラス（エクイ
ティ、デット等）の別に関わらず対象

 位置付け：黎明期・成長期である市場の特性を踏まえて、幅広い創意工夫を促すよう、原則的な記載（プリンシプル
ベース）

 インパクト投資に必要な要件：①意図、②追加性、③特定・測定・管理、④新規性の支援

 「社会・環境的効果」（インパクト）と「収益性」の双方の実現を図る「インパクト投資」の基本的な考え方等を「基本的指
針案」として取りまとめ。最終化に向けて、市中協議を実施し、国内外の市場関係者に能動的に発信・対話を行う。


